
静 岡 県

少 ⼦ 化 突 破 戦 略 の 羅 針 盤
ふ じ の く に



事業の位置づけ
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高い目標「合計特殊出生率２」の達成に向け、
効果的な施策を展開するための基礎とする

合計特殊出⽣率数値
⽬標

H26
 

1.50
（全国値

 

1.42）

※１

 

少⼦化対策に関する県⺠意識調査によると、平均理想⼦ども数は2.43⼈であり、「２⼈」または「３⼈」の⼦どもを理想とする割合が⾼いことから、「２」を⽬標値とした。
※２

 

美しい”ふじのくに”まち・ひと・しごと創⽣⻑期⼈⼝ビジョンでは、2060年に300万⼈程度の⼈⼝を確保するための対策として合計特殊出⽣率2.07（2020年）を掲げている。

各計画に数値⽬標として掲げ、施策を推進

静岡県総合計画
後期アクションプラン
（H26.3策定）

ふじさんっこ応援プラン
（H27.2策定）

美しい“ふじのくに”まち・ひと・
しごと創⽣｢⻑期⼈⼝ビジョン」
｢総合戦略」（H27.10策定）※2

⽬標値
 

「２」
 

※１

■広域的な課題への
対応

■地域の実情に応じ
た先駆的・効果的
な施策の推進

■市町の取組⽀援

そのための基礎とし
て、合計特殊出⽣率
の調査・分析が必要

県の役割
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事業実施の背景・⽬的
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背 景

⽬ 的

●静岡県は、東⻄に⻑く、地域によっ
 て産業構造や⽴地条件に違いがある

●市町別合計特殊出⽣率は、同じ地域
 内で⾼い市町と低い市町が混在して
 おり、ばらつきが⾒られる

◆市区町別合計特殊出生率の分布（H20-24）

（資料）厚⽣労働省「平成20年〜平成24年⼈⼝動態保健所・市区町村別統計」
（注釈）地域区分は「美しい“ふじのくに”まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」の地域圏。

県が市町の協⼒を得て合計特殊
出⽣率への影響要因を把握・分析

分析結果の「⾒える化」

市町独⾃の取組の加速化



合計特殊出⽣率（県内市町の順位）の経年変化
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合計特殊出生率の変化はほぼ同じ傾向、一方で市町順位は様々な要因で変動する

◆市町別合計特殊出生率順位の経年変化
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順位（降順）

■⻑泉町
 

29位
 

→
 

１位

■河津町
 

20位
 

→
 

４位

劇的に順位を上げた市町

S58-62

 

H20-24

■裾野市
 

３位
 

→
 

１位

■袋井市
 

６位
 

→
 

３位

安定して⾼い順位を誇っている市町

合 計 特 殊
出⽣率の変化

ほとんどの市町がH15〜19
 を底に上昇に転じている

順位の変化 ⼤きく変化、市町による違
 いが⾒られる（右図）



市町との協力、有識者･大学生･子育て支援団体等の意見を取り入れて実施

事業スキーム
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⑥
 

県と市町における独⾃の取組の加速化
（H28年度〜）
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県と市町における独⾃の取組の加速化
（H28年度〜）

⑥
 

県と市町における独⾃の取組の加速化
（H28年度〜）

⑥
 

県と市町における独⾃の取組の加速化
（H28年度〜）

⑥
 

県と市町における独⾃の取組の加速化
（H28年度〜）

①
 

アドバイザー（有識者）との意⾒交換会

②
 

少⼦化対策ﾕｰｽﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進事業(H26)で
合計特殊出⽣率調査を⾏った学⽣からの
ﾋｱﾘﾝｸﾞ

③
 

市町ﾋｱﾘﾝｸﾞ・⼦育て⽀援団体とのﾀｳﾝﾐｰﾃｨ
ﾝｸﾞ、⺟⼦保健関係者による検討会

④
 

統計データの整理、要因分析
「⾒える化」ツールの作成

⑤
 

シンポジウムの開催

⑥
 

市町における独⾃の取組の加速化（H28年度〜）

意⾒交換

⑤
 

ふじのくに少⼦化突破戦略シンポジウムの開催



合
 計
 特
 殊
 出
 ⽣
 率

分析の全体像

5

30本の指標を３段階で分析し、合計特殊出生率との関係性を探り出す

社会経済的・施策指標（30本） 地域⼒ 中間要因 分析
対象

①地域の
働く⼒

②地域の
にぎわい⼒

③乳幼児
サポート⼒

④⼦育て
基盤⼒

⑤夫婦の
協働⼒

⑥家族・
地域の絆⼒

第３⼦以上
要因

第２⼦要因

第１⼦要因

夫婦の出⽣⼒要因

結婚要因
1.昼夜間⼈⼝⽐

 

2.正規従業員数割合

 

3.課税対象所得

 
4.完全失業率

 

5.くるみん認定企業割合

6.駅までの平均所要時間

 

7.⼤規模⼩売店舗数

 

8.コンビ

 
ニ店舗数

 

9.新設住宅着⼯⼾数

 

10.公園⾯積

 

11.⼩学

 
校平均児童数

 

12.⾝近にいる⼦ども数

 

13.分娩施設数

14.保健師数

 

15.地域⼦育て⽀援拠点利⽤回数
16.ふじさんっこ応援隊数

 

17.⼩児科等の病院･診療所数

18.市町児童福祉費（単独）歳出額

 

19.保育所等利⽤児

 
童割合

 

20.放課後児童クラブ登録児童割合

 

21.放課後

 
児童クラブ終了時刻18時超施設割合

22.通勤時間

 

23.⼥性労働⼒率

 

24.⼥性第３次産業従事

 
者割合

 

25.離婚率

26.持ち家世帯率

 

27.住宅延べ⾯積

 

28.三世代同居率

 
29.消防団団員数割合

 

30.刑法犯認知件数割合

②主成分分析 ③重回帰分析 ①要因分解



合計特殊出⽣率の要因分解
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合計特殊出生率は、有配偶出生率と有配偶率のかけ算として再計算することが可能

45〜49歳⼥性⼈⼝
⽣数⺟年齢45〜49歳出

20〜24歳⼥性⼈⼝
⽣数⺟年齢20〜24歳出

15〜19歳⼥性⼈⼝
⽣数⺟年齢15〜19歳出合計特殊出⽣率 +++= L

合計特殊出⽣率の定義

分母と分子に
「20～24歳有配偶女性人口」

 
をかける

要因分解
20〜24歳⼥性⼈⼝

性⼈⼝20〜24歳有配偶⼥
性⼈⼝20〜24歳有配偶⼥
⽣数⺟年齢20〜24歳出 ×

有配偶出生率 有配偶率

性⼈⼝20〜24歳有配偶⼥
3⼦以上出⽣数⺟年齢20〜24歳第

性⼈⼝20〜24歳有配偶⼥
2⼦出⽣数⺟年齢20〜24歳第

性⼈⼝20〜24歳有配偶⼥
1⼦出⽣数⺟年齢20〜24歳第 ++

第1子の有配偶出生率 第2子の有配偶出生率 第3子以上の有配偶出生率

出生順位別に
有配偶出生率を計算する

婚外子の割合は、静岡

 

県1.64%、全国

 

2.16%（H22年度）

 

であることから、有配

 

偶女性からの出生が大

 

多数であるとの考え方

 

を前提とする。



要因分解の結果
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合計特殊出生率が高い（低い）要因が市町ごとに判明：「結婚要因の影響が大きい」
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第３⼦以上要因
第２⼦要因
第１⼦要因
結婚要因
県出⽣率との差

[ポイント]

■結婚要因の占める割合が多く、合計特殊出生率

 の地域差の多くが、結婚要因による影響。
■合計特殊出生率が低い市町であっても、第１子

 ～第３子以上要因が低いとは限らない。

【グラフの見方】

・グラフの0.0は県出生率の水準

・上方はその分だけ出生率を押し上げている要因

・下方はその分だけ出生率を押し下げている要因



原因の予測
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普段の業務での実感、有識者・大学生・市町へのヒアリング、子育て支援団体との

 タウンミーティングなどにより予測、ブレインストーミング・ＫＪ法を利用

１

 

収入の状況
■夫、妻の収入

 

■家族全体の収入

 

■正社員の割合
２

 

雇用環境
■完全失業率

 

■有効求人倍率
２

 

企業の立地
■知名度のある企業の有無

 

■賃金の高い企業数
３

 

子育て費用
■保育所・こども園・幼稚園の利用者負担額
■教育費

 

■生活費

 

■医療費
４ 住居費

■持ち家比率

 

■居住スペース

 

■土地の所有率

①雇用環境（収入）と経済的負担（支出）

④地域の生活環境

③地域の妊娠・出産・子育ての環境

１

 

生活の利便性
■大型小売店舗数

 

■施設の充実度
２

 

治安、交通安全
■安心、安全な街

３

 

地理的条件
■駅が近い等の利便性

 

■平地が少ない
４

 

地域とのつながり
■地域で開催される行事・祭の回数
■公民館等で開催される地域住民を対象とした講座数
■地域におけるＮＰＯ団体（子育て関連以外）の活動状況

１

 

子育て支援の充実度
■保育所・こども園、放課後児童クラブの待機児童数
■子育て支援センターの数

 

■延長保育の実施率
２

 

公園、学校等の公共施設
■公園の数・距離

 

■小・中学校、高校までの距離
３

 

医療機関の数
■医療機関の数（小児科、産婦人科など）

４

 

不妊治療の受けやすさ
■不妊治療医療機関の数

 

■不妊治療助成制度
５

 

地域とのつながり（子育て関係）
■身近な子育て経験者の有無

 

■悩みを相談できる人の数
■地域におけるＮＰＯ団体（子育て関連）の活動状況

②家族形態、家族形成イメージ、人口構造

１

 

結婚・子育てに対するイメージ
■身近な子育て経験者の有無
■結婚・子育て・家族へのポジティブイメージ

２

 

家族形態・属性
■ﾊﾟﾗｻｲﾄｼﾝｸﾞﾙの割合

 

■三世代同居率

 

■専業主婦の割合
■祖父母との近居割合

 

■学歴

 

■夫・妻の兄弟姉妹の数
３

 

夫婦で協力した育児
■男性の育児時間

 

■残業時間
４

 

人口構造
■出産可能年齢人口の割合

（特に25～34歳の女性人口比率）

合計特殊
出生率



原因を指標に変換（仮説の設定）
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予測した原因を指標へ変換、仮説を設定

項 目 作業内容 留意ポイント

１

予 測 し た

原 因 を 指 標

に 変 換

○分析（比較）するため、原因

 を指標に置き換え

○必要に応じて、指標は実数値

 ではなく、率にする

・先行研究、国の計画など

 で既に使われている指標

 を探す

・e-Stat（政府統計ポータ

 ルサイト）などを活用

２ 仮 説 の 設 定

○分析対象の指標への影響につ

 いて、「＋」or「－」のどち

 らに影響するか定め、仮説の

 考え方を記載

・仮説は、恣意的になるた

 め、有識者に意見を聴取

 するなどの対応

社会経済的・施策指標（30本）の決定

市町別に把握可能なデータであるとの制約の下、有識者の意見を踏まえて選定
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30本の指標を３段階で分析し、合計特殊出生率との関係性を探り出す

社会経済的・施策指標（30本） 地域⼒ 中間要因 分析
対象

①地域の
働く⼒

②地域の
にぎわい⼒

③乳幼児
サポート⼒

④⼦育て
基盤⼒

⑤夫婦の
協働⼒

⑥家族・
地域の絆⼒

第３⼦以上
要因

第２⼦要因

第１⼦要因

夫婦の出生力要因

結婚要因
1.昼夜間⼈⼝⽐

 

2.正規従業員数割合

 

3.課税対象所得

 
4.完全失業率

 

5.くるみん認定企業割合

6.駅までの平均所要時間

 

7.⼤規模⼩売店舗数

 

8.コンビ

 
ニ店舗数

 

9.新設住宅着⼯⼾数

 

10.公園⾯積

 

11.⼩学

 
校平均児童数

 

12.⾝近にいる⼦ども数

 

13.分娩施設数

14.保健師数

 

15.地域⼦育て⽀援拠点利⽤回数
16.ふじさんっこ応援隊数

 

17.⼩児科等の病院･診療所数

18.市町児童福祉費（単独）歳出額

 

19.保育所等利⽤児

 
童割合

 

20.放課後児童クラブ登録児童割合

 

21.放課後

 
児童クラブ終了時刻18時超施設割合

22.通勤時間

 

23.⼥性労働⼒率

 

24.⼥性第３次産業従事

 
者割合

 

25.離婚率

26.持ち家世帯率

 

27.住宅延べ⾯積

 

28.三世代同居率

 
29.消防団団員数割合

 

30.刑法犯認知件数割合

②主成分分析 ③重回帰分析 ①要因分解



主成分分析の結果（地域⼒の地理的分布）
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「①地域の働く力・②地域のにぎわい力」と
「③乳幼児サポート力・⑤夫婦の協働力・⑥家族・地域の絆力」の分布は逆の傾向

①地域の働く⼒
6.5以上
5.5〜6.5未満
4.5〜5.5未満
3.5〜4.5未満
3.5未満

②地域のにぎわい⼒
6.5以上
5.5〜6.5未満
4.5〜5.5未満
3.5〜4.5未満
3.5未満

③乳幼児サポート⼒
6.5以上
5.5〜6.5未満
4.5〜5.5未満
3.5〜4.5未満
3.5未満

④⼦育て基盤⼒
6.5以上
5.5〜6.5未満
4.5〜5.5未満
3.5〜4.5未満
3.5未満

⑤夫婦の協働⼒
6.5以上
5.5〜6.5未満
4.5〜5.5未満
3.5〜4.5未満
3.5未満

⑥家族・地域の絆⼒
6.5以上
5.5〜6.5未満
4.5〜5.5未満
3.5〜4.5未満
3.5未満

■東海道沿線の都市部で高い ■東海道沿線の都市部で高い ■伊豆半島･山間部･御前崎周辺で高い

■東部･伊豆半島地域で高低差がある ■伊豆半島･山間部･御前崎周辺で高い ■伊豆半島･山間部で高い

④子育て基盤力 ⑤夫婦の協働力

③乳幼児サポート力

⑥家族・地域の絆力

①地域の働く力 ②地域のにぎわい力



合
 計
 特
 殊
 出
 ⽣
 率

分析の全体像

12

30本の指標を３段階で分析し、合計特殊出生率との関係性を探り出す

社会経済的・施策指標（30本） 地域⼒ 中間要因 分析
対象

①地域の
働く⼒

②地域の
にぎわい⼒

③乳幼児
サポート⼒

④⼦育て
基盤⼒

⑤夫婦の
協働⼒

⑥家族・
地域の絆⼒

第３⼦以上
要因

第２⼦要因

第１⼦要因

夫婦の出生力要因

結婚要因
1.昼夜間⼈⼝⽐

 

2.正規従業員数割合

 

3.課税対象所得

 
4.完全失業率

 

5.くるみん認定企業割合

6.駅までの平均所要時間

 

7.⼤規模⼩売店舗数

 

8.コンビ

 
ニ店舗数

 

9.新設住宅着⼯⼾数

 

10.公園⾯積

 

11.⼩学

 
校平均児童数

 

12.⾝近にいる⼦ども数

 

13.分娩施設数

14.保健師数

 

15.地域⼦育て⽀援拠点利⽤回数
16.ふじさんっこ応援隊数

 

17.⼩児科等の病院･診療所数

18.市町児童福祉費（単独）歳出額

 

19.保育所等利⽤児

 
童割合

 

20.放課後児童クラブ登録児童割合

 

21.放課後

 
児童クラブ終了時刻18時超施設割合

22.通勤時間

 

23.⼥性労働⼒率

 

24.⼥性第３次産業従事

 
者割合

 

25.離婚率

26.持ち家世帯率

 

27.住宅延べ⾯積

 

28.三世代同居率

 
29.消防団団員数割合

 

30.刑法犯認知件数割合

②主成分分析 ③重回帰分析 ①要因分解



地域⼒と中間要因（結婚要因〜第３⼦以上要因）との関係性①
地域力と中間要因の関係性を検証するため重回帰分析を行う

◆例：「⑥家族・地域の絆力」を重回帰分析した結果

■「⑥家族・地域の絆力」は第２子要因・第３子以上要因との相関関係が高いことがわかる

⑥家族・地域の
絆力

仮説（符号）

予備的分析（ピアソンの積率相関係数） 重回帰分析（標準偏回帰係数）

結婚
要因

夫婦の出生力要因
結婚
要因

夫婦の出生力要因

計 第１子 第２子
第３子
以上

計 第１子 第２子
第３子
以上

持ち家世帯率
持ち家であることによって、

 
子どもをもう１人生むことに前

 
向きになる。（＋）

-.233 .280 -.386 .435 .697

－ － － .842 .494

住宅延べ面積
住宅面積が広いほど、子ども

 
をもう１人生むことに前向きに

 
なる。（＋）

.058 .176 -.367 .612 .394

３世代同居率
子育ての援助が期待できる祖

 
父母と同居することで、出生意

 
欲が高まる。（＋）

-.239 .371 -.366 .509 .766

消防団団員数
近隣住民とのつながりが強く

 
なり、孤立感が軽減され、出生

 
意欲が高まる。（＋）

-.290 .457 -.184 .250 .816

刑法犯認知件数
犯罪が多いことにより、安心

 
して子育てができないため、出

 
生意欲は下がる。（－）

.049 -.298 .381 -.570 -.631

【ピアソンの積率相関係数の見方】
０のとき無相関、－１、１のとき相関関係が最大
網掛：有意な相関関係があり、＋－が仮説と一致

13

【標準偏回帰係数の見方】
他の独立変数が一定のときの、各区分指標が一単位増加したときの各要因の増加分
網掛：係数が有意



地域⼒と中間要因（結婚要因〜第３⼦以上要因）との関係性②

14

結婚～第１子は雇用関係や地域の魅力、第３子以上は家族や地域の関係性が影響

結
婚
要
因

夫
婦
の
出
生
力
要
因

第
１
子
要
因

第
２
子
要
因

第
３
子
以
上
要
因

①地域の
働く力 ○ ○ ○

②地域の
にぎわい力 ○ ○ ○

③乳幼児
サポート力 ○ ○

④子育て
基盤力 ○

⑤夫婦の
協働力 ○

⑥家族・
地域の絆力 ○ ○

◆分析結果（重回帰分析） 分析結果から見えてきたこと

■結婚要因
■夫婦の出生力要因
■第１子要因

■第２子要因
■第３子以上要因

雇用環境、地域の魅力、乳

 幼児サポートの状況が影響

 している

子育て基盤、夫婦・家族・

 地域の関係性が影響してい

 る



分析⽅法の検討・実施

15

■羅針盤の作成過程では、国立社会保障人口問題研究所から助言を受けた
■分析を進めても１回で思ったような結果は出ない
■思い描く分析結果を得るまで、原因の予測→指標への変換→分析方法の検討→

分析

 
の繰り返し

■分析（特に主成分分析）では、統計ソフトを活用

（参考）分析手法

分析名 定 義 備 考

重回帰分析
１つの変数を、他の複数の

 変数で説明すること
サンプル数に対して説明変数が多い

 場合には使用できない

主成分分析
多くのデータを少ない変数

 に縮約する手法
要因分析をするための手法ではない

思い描く分析結果を得るまでには、試行錯誤の連続！



分析結果の⾒える化

16

全35市町の分析チャートを作成！

 
わかりやすく市町別の要因を記載

静岡県ホームページでPDF版を公開しています！

http://www.pref.shizuoka.jp/kousei/ko-130/toppa.html



分析結果の⾒える化

17

全35市町の分析チャートを作成！

 
わかりやすく市町別の要因を記載

静岡県ホームページでPDF版を公開しています！

http://www.pref.shizuoka.jp/kousei/ko-130/toppa.html



羅針盤の公表後
国からも評価され、平成29年度当初予算において分析結果を踏まえた新規事業を

 予算化

国からの評価

市町を⽀援するための県の施策

■第１回地域働き方改革支援チーム会議（H28.2.26）で好事例として紹介
■第６回一億総活躍国民会議（H28.3.25）で羅針盤を配布
■平成28年度地域少子化対策重点推進交付金事業の優良事例として、全国に紹介

され、横展開が図られる

■「ふじのくに地域少子化突破戦略会議」における市町からの要望を受け、平成29
年度当初予算において、「ふじのくに少子化突破戦略の羅針盤」の分析結果を踏
まえた効果的な事業を行う市町に助成する「ふじのくに少子化突破戦略応援事
業」を予算化

18

県関係部署・市町との情報共有

■平成28年5月、「ふじのくに少子化突破戦略会議（全体会）」を開催、県の関係
部署と情報共有を図り、市町の効果的な少子化対策の取組促進について協議

■平成28年7～8月、「ふじのくに地域少子化突破戦略会議」を開催し、市町の実
情に合った独自の取組について意見交換を行った



■補助対象事業
「ふじのくに少子化突破戦略の羅針盤」による分析
結果を踏まえた、地域の特性に応じた効果的な事業
・選定審査委員会（外部有識者等）の審査において、

３年間の事業計画を審査し決定
■実施主体

市町（政令市を除く33市町を対象）
■補助率

県1／2 
■補助額

１市町当たり1,000万円を上限
■実施期間

3年間（Ｈ29選定市町を継続支援）
■事業の効果検証

各事業において設定したKPIの達成度を評価するとと
もに、毎年度公表される出生数の推移を確認

現状・課題 平成29年度の取組

 
【H29当予算

 

100,000千円】 目標

出
生
数
の
増
・
合
計
特
殊
出
生
率
「
２
」

■

 合
計
特
殊
出
生
率
に
影
響
を
与
え
る
要
因
が
明
ら
か
と
な
り
、

各
市
町
が
取
り
組
む
べ
き
課
題
が
明
確
化

■

 各
市
町
の
地
域
特
性
に
応
じ
た
効
果
的
な
事
業
の
取
組
の

推
進

◆ふじのくに少子化突破戦略応援事業費助成◆

羅針盤の活⽤
 

〜ふじのくに少⼦化突破戦略応援事業〜

19



次のステップへ

20

「ふじのくに少子化突破戦略の羅針盤」を活用し、次のステップへ

■市町は、「ふじの

 くに少子化突破戦

 略の羅針盤」を活

 用して、市町の実

 情に合った独自の

 取組を企画・立案

 し、少子化対策の

 取組を加速化

■県は、「ふじのく

 に少子化突破戦略

 の羅針盤」の分析

 結果を活用して効

 果的な事業を行う

 市町に助成

次のステップへ

静岡県 全35市町

県と市町が連携・協力し、少子化突破に向けて加速化

少⼦化を突破！

連 携



静 岡 県

御清聴ありがとうございました


